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講義シラバス 
 

≪基礎篇≫ 

第１回前半：国際私法の勉強方法 

      →講義レジュメ９頁から１１頁まで 

 

第１回後半：①権利能力 

②通則法４条（行為能力） 

③属人法と本国法主義  

①松岡本７２頁から７４頁まで（権利能力） 

      →講義レジュメ２７頁 

      ②松岡本７８頁から８１頁まで（通則法４条（行為能力）） 

      →講義レジュメ２８頁から２９頁まで 

      →論証集２２頁（主観的要件の要否 Ａ） 

      →事例問題集３頁 

      ③松岡本３９頁から４０頁まで（属人法と本国法主義） 

      →講義レジュメ１６頁から１７頁まで 

 

第２回前半：①通則法５条（後見・補佐・補助開始の審判） 

②通則法３５条（後見・補佐・補助） 

③法律関係の性質決定・連結点・国際私法独特の概念等 

      ①松岡本７５頁から７７頁まで（通則法５条） 

      →講義レジュメ３０頁から３２頁まで 

      →論証集２５頁 

外国居住の日本人について、日本の管轄権（本国管轄）を認め

ることの実益・趣旨 Ａ 

      ②松岡本２３０頁から２３１頁まで（通則法３５条） 

      →講義レジュメ３３頁から３５頁まで 

      ③松岡本３２頁から３６頁まで 

      →講義レジュメ１２頁か１４頁まで 
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第２回後半：①失踪宣告 

②法人 

③最密接関係地法の原則 

①松岡本７５頁から７７頁まで（失踪宣告） 

→講義レジュメ３６頁から３８頁まで 

→論証集２９頁から３０頁まで 

 法律関連関係管轄 Ａ 

 直接的効果・間接的効果 Ａ 

②松岡本８４頁から８７頁まで（法人） 

→講義レジュメ３９頁 

→論証集３２頁から３４頁まで 

 明文の存否 Ｃ 

 法人の従属法 Ａ 

 法人の権利能力 Ａ 

 法人の行為能力 Ａ 

 法人の不法行為能力 Ａ 

※法人格否認は応用篇で取り扱います。 

      ③松岡本２８頁から２９頁まで（最密接関係地法の原則） 

 

第３回前半：①通則法７条 

②通則法８条 

      ①松岡本９２頁から９７頁まで（通則法７条） 

      →講義レジュメ４０頁から４２頁まで 

      →論証集３８頁から４０頁まで 

       黙示の準拠法選択 Ａ 

       準拠法選択行為自体の有効性 Ａ 

       通則法７条から９条までにおける分割指定の可否 Ａ 

      →事例問題集４頁 

      ②松岡本９７頁から１００頁まで（通則法８条） 

      →講義レジュメ４３頁から４５頁まで 

      →論証集４２頁・４５頁 

       最密接関係地であることの判断基準 Ｂ＋ 

       「特徴的給付」の意義 Ａ 

      →事例問題集５頁 
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第３回後半：①通則法９条（本文のみ） 

      ②通則法１０条 

      ③通則法１１条 

      ①松岡本９６頁から９７頁まで（通則法９条） 

      →講義レジュメ４６頁 

      →論証集４９頁・５１頁 

       準拠法変更行為自体の有効性 Ａ 

       準拠法の変更は黙示でもよいか Ａ 

      ②松岡本１０２頁から１０４頁まで（通則法１０条） 

      →講義レジュメ４９頁から５２頁まで 

      ③松岡本１０４頁から１１０頁まで（通則法１１条） 

      →講義レジュメ５３頁から５７頁まで 

      →論証集５９頁から６０頁まで 

       能動的消費者：通則法１１条６項１号・２号 Ｂ＋ 

 

第４回前半：①通則法１２条 

      ②事務管理・不当利得（通則法１４条から１６条まで） 

      ①松岡本１１０頁から１１３頁まで（通則法１２条） 

      →講義レジュメ５８頁から６０頁まで 

      ②松岡本１３８頁から１４３頁まで（通則法１４条から１６条） 

      →講義レジュメ６１頁から６７頁まで 

 

第４回後半：①通則法１７条 

      ①松岡本１１９頁から１２６頁まで 

      →講義レジュメ６８頁から７０頁まで 

      →論証集８０頁から８６頁まで 

      「結果」の意義 Ａ 

      「発生した地」の意義：原則 Ａ 

      「発生した地」の意義：侵害結果が複数の法域にわたる場合 Ａ 

      「通常予見することができない」の意義 Ａ 

      「加害行為の行われた地」の意義・確定 Ａ 
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第５回前半：①通則法１８条 

      ②通則法１９条 

      ③通則法２０条 

      ①松岡本１２６頁から１３０頁まで（通則法１８条） 

      →講義レジュメ７１頁から７３頁まで 

      →論証集９２頁から９６頁まで 

       バイスタンダー：原則 Ａ 

       バイスタンダー：飛行機事故 Ｂ＋ 

       バイスタンダー：被害者と同士すべき者の場合 Ｂ＋ 

      ②松岡本１３０頁から１３２頁まで（通則法１９条） 

      →講義レジュメ７４頁 

      ③松岡本１３２頁から１３４頁まで（通則法２０条） 

      →講義レジュメ７５頁 

→論証集１００頁・１０４頁 

       「当事者」の範囲 Ａ 

       付従的連結の具体例 Ａ 

       「不法行為の当時」を基準時点とした趣旨 Ａ 

      ④松岡本１３５頁から１３６頁まで（通則法２１条） 

      →講義レジュメ７６頁 

      →論証集１０５頁から１０６頁まで 

       準拠法を変更することができる「当事者」 Ｂ＋ 

       「不法行為の後」の意義 Ｂ＋ 

      ※取り扱うのは通則法２１条本文のみ 

     

第５回後半：①通則法２２条 

      ②通則法２３条（債権譲渡）・法定代位・債権質 

      ③債権者代位権・債権者取消権 

      ④代理 

      ⑤相殺・消滅時効 

      ①松岡本１３６頁から１３８頁まで（通則法２２条） 

      →講義レジュメ７８頁から７９頁まで 

      ②松岡本１４９頁から１５５頁まで 

      →講義レジュメ８２頁から８３頁まで 

      →論証集１１５・１１６・１１７頁 

       債権の譲渡可能性・譲渡禁止特約の効力 Ａ 

       法定代位の準拠法 Ａ 
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       債権質 Ａ 

      ③松岡本１４５頁から１４７頁まで 

      →講義レジュメ８４頁から８５頁まで 

      →論証集１１８から１１９まで 

       債権者代位権 Ａ 

       債権者取消権 Ａ 

      ④松岡本１１３頁から１１８頁まで 

      →講義レジュメ８６頁から８８頁 

      →論証集１２０頁 

       代理の外部効果 Ａ 

      ⑤松岡本１４８頁から１４９頁まで 

      →講義レジュメ８９頁 

      →論証集１２１頁 

       相殺 Ａ 

       消滅時効 Ｂ 
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第６回前半：①通則法１３条（物権） 

      ①松岡本１５６頁から１５９頁まで（通則法１３条） 

      →講義レジュメ９０頁から９７頁まで 

      →論証集１２２頁から１２８頁まで 

       法性決定をめぐる議論：物権的請求権との関係    Ｂ 

       運送途上の動産の物権についての連結点       Ａ 

       輸送機関（船舶や飛行機等）についての物権の準拠法 Ａ 

       自動車について                  Ａ 

 

第６回後半：①通則法１３条（物権） 

      ①松岡本１５９頁から１６４頁まで 

      →講義レジュメ９２頁から９７頁まで 

      →論証集１２６頁から１３２頁まで 

最判平成１４年１０月２９日百選２９事件        Ａ 

       法定担保物権の成立 Ｂ＋ 

       法定担保物権の効力 Ｂ＋ 

       約定担保物権の成立 Ｂ＋ 

       約定担保物権の効力 Ｂ＋ 

       最判平成６年３月８日・百選１事件 Ａ 
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第７回前半：①通則法２４条（婚姻の成立及び効力） 

      ②通則法２５条（婚姻の効力）・共通本国法と同一本国法 

      ③婚姻・内縁 

      ①松岡本１７４頁から１８１頁まで（通則法２４条） 

      →講義レジュメ９８頁から１０２頁まで 

      →論証集１３３頁・１３５頁・１３８頁 

       一方的要件と双方的要件 Ａ 

       実質的成立要件を欠く場合に生じる効果 Ｂ＋ 

     ②松岡本１８３頁から１８５頁まで（通則法２５条）・２２７頁 

      →講義レジュメ１０３頁から１０４頁まで 

      →論証集１４３頁・１４４頁 

       成年擬制 Ｂ＋ 

       夫婦間の法定代理および連帯債務 Ｂ＋ 

      ③松岡本１９０頁 

      →講義レジュメ１２１頁 

      →論証集１５７頁・１５８頁 

       婚約 Ｂ＋ 

       法性決定をめぐる議論：婚約の不当破棄 Ｂ＋ 
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第７回後半：①通則法２６条（夫婦財産制） 

      ②通則法２７条（離婚） 

      ③通則法２８条（嫡出である子の親子関係の成立） 

      ①松岡本１８５頁から１９０頁まで 

      →講義レジュメ１０６頁から１１１頁まで 

      →論証集１４５頁から１４６頁・１４８頁 

       婚姻費用 Ｂ 

       通則法２６条における分割指定の可否 Ｂ＋  

      ②松岡本１９１頁から１９４頁まで・１９６頁から１９８頁まで 

      →講義レジュメ１１２頁・１１５頁から１２０頁まで 

      →論証集１４９頁・１５２頁から１５３頁まで・１５４頁まで 

       法性決定をめぐる議論：有責配偶者に対する慰謝料その１ Ａ 

       法性決定をめぐる議論：有責配偶者に対する慰謝料その２ Ａ 

       財産分与 Ｂ＋ 

       親権・監護権 Ａ 

      ③松岡本１９９頁から２０２頁まで 

      →講義レジュメ１２３頁から１２４頁・１２６頁から１２８頁 

      →論証集１６０頁から１６２頁まで・１６３頁 

       嫡出推定の重複 Ｂ＋ 

       嫡出否認    Ａ 

       通則法２８条と通則法２９条の適用関係 Ａ 

       嫡出・非嫡出の区別をしない法が準拠法となる場合 Ｂ＋ 
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第８回前半：①通則法２９条（嫡出でない子の親子関係の成立） 

      ②通則法３０条（準正） 

      ③通則法３１条（養子縁組） 

      ④通則法３２条（親子間の法律関係） 

      ⑤通則法３３条（その他の親族関係等） 

      ⑥通則法３４条（親族関係についての法律行為の方式） 

      ⑦氏 

      ①松岡本２０２頁から２０５頁まで 

      →講義レジュメ１３０頁から１３３頁まで 

      →論証集１６７頁・１６８頁・１６９頁・ 

事実主義により親子関係が成立している場合に認知主義により 

親子関係が成立するか Ｂ＋ 

認知の無効・取消し：複数の法が適用される場合 Ｂ＋ 

認知の効力：複数の法が適用される場合 Ｂ＋ 

②松岡本２０６頁から２０８頁まで 

→講義レジュメ１３４頁から１３５頁まで 

③松岡本２０８頁から２１５頁まで 

→講義レジュメ１３６頁から１３９頁まで 

→論証集１７３頁・１７５頁 

 子の本国法が養子縁組を禁止している場合にも養子縁組は成立

すると考えるべきか Ｂ＋ 

 通則法３１条１項後段の「第三者」の範囲 Ａ 

④松岡本２１７頁から２２０頁まで 

→講義レジュメ１４１頁から１４２頁まで 

⑤松岡本２２１頁から２２３頁まで 

→講義レジュメ１４３頁 

⑥松岡本２２３頁から２３５頁まで 

→講義レジュメ１４４頁から１４６頁まで 

⑦松岡本２３３頁から２３５頁まで 

→講義レジュメ１４７頁 

→論証集１８２頁 

 身分変動に伴う氏の変更の準拠法 Ｂ＋ 
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第８回後半：①通則法３６条（相続） 

      ②通則法３７条（遺言） 

      ③通則法４１条（反致） 

      ④通則法４２条（公序） 

      ⑤先決問題 

      ①松岡本２３６頁から２４４頁まで 

      →講義レジュメ１４８頁から１５３頁まで 

      →論証集１８３頁・１８５頁・１８７頁・１８８頁・１８９頁 

       大阪地裁昭和６２年２月２７日・百選７９事件 Ａ 

       相続財産の構成 Ａ 

       通則法３６条により相続人の不存在が確定した場合の当該財産

の帰属 Ｂ＋ 

       特別縁故者の財産分与 Ｂ＋ 

       部分反致 Ａ 

      ②松岡本２４４頁から２４５頁まで 

      →講義レジュメ１５４頁から１５６頁まで 

      →論証集１９１頁 

       単位法律関係 Ｂ＋ 

      ③松岡本５０頁から５３頁 

      →講義レジュメ１５８頁から 

      ④松岡本６０頁から６８頁まで 

      →講義レジュメ１５８頁・１６１頁から１６２頁 

      →論証集１９６頁・１９７頁 

       公序：発動基準   Ａ 

公序則発動後の効果 Ｂ＋ 

      ⑤松岡本６８頁から７０頁まで 

      →論証集１９９頁 

       先決問題 Ａ 
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第９回前半：①民訴法３条の２から民訴法３条の６まで 

      ①松岡本２５８頁から２７２頁まで 

      →講義レジュメ１６７頁から１７７頁まで 

 

第９回後半：①民訴法３条の７から民訴法３条の１０まで 

      ①松岡本２６９頁から２７０頁まで 

２７２頁から２７４頁 

２７６頁から２８５頁まで 

      →講義レジュメ１７８頁から１８０頁まで 

      →論証集２０８頁 

       国際的訴訟競合 Ｂ＋ 

第１０回：①「手続は法廷地法による」の原則・当事者能力・訴訟能力 

・当事者適格 

     ①松岡本２８５頁から２９３頁まで 

     →論証集２００頁から２０１頁まで 

     当事者能力 Ａ 

     訴訟能力  Ａ 

     当事者適格 Ａ 

     ②民訴法１１８条 

     ②松岡本３００頁から３１０頁まで 

     →論証集２０８頁・２１４頁から２１６頁まで 

      国際的訴訟競合 Ａ 

      最判平成１０年４月２８日・百選１０８事件 Ａ 

      「外国判決」の意義 Ａ 

      間接管轄 Ａ  

      直接郵便送達 Ａ 

      応訴の意義 Ｂ＋ 

      懲罰的賠償 Ａ 

         

第１１回前半：平成２９年度第１問 

 

第１１回後半：平成２９年度第２問 

 

第１２回前半：平成３０年度第１問 

 

第１２回後半：平成３０年度第２問  
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以上 

 


